
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　担い手への農地集積・集約化を進めるため、農業団体と連携して「人・農地プラン」の実質化を推進する。

　農地利用の最適化について、農地中間管理機構や農業団体
との連携による担い手への農地集積が図れていない。

・運営委員会、現地調査会、総会を毎月１回開催
・専門委員会、特別委員会等を必要に応じて開催、専門案件
　について審議
・農業委員及び推進委員の活動に応じて、毎月報酬・費用弁
　償の振込手続を行う。

　総会及び運営員会等を開催し、法令に基づいた適正な審査
及び事務処理を行うことにより、農地の利用調整を図ること
ができた。

・総会・運営委員会・現地調査会（毎月各1回）
・専門委員会　農業担い手専門委員会（３回）
　　　　　　　遊休農地対策専門委員会（４回）
　　　　　　　情報提供専門委員会（４回）
　　　　　　　農業政策専門委員会（４回）
・国・県への農業委員会意見書提出（７月）
・市への農業委員会意見書提出（11月）
・農業委員及び推進委員への報酬・費用弁償（毎月支給）

・総会（12回）・運営委員会（13回）・現地調査会（12回）
・専門委員会　農業担い手専門委員会（３回）
　　　　　　　遊休農地対策専門委員会（５回）
　　　　　　　情報提供専門委員会（４回）
　　　　　　　農業政策専門委員会（７回）
・国・県への農業委員会意見書提出（７月提出）
・市への農業委員会意見書提出（９月提出）
・農業委員及び推進委員への報酬・費用弁償（毎月支給）

継続

農業委員会運営事業

職員のみ

01-060101-11 農業委員に要する経費

     1,208.0

       610.0

     1,312.0

       705.0

     1,380.0

       748.0

     1,016.0

       699.0

     2,081.0

       722.0

     1,009.0

       714.0

         0.0

         0.0

農地法・農業委員会等に関する法律

　農業委員会等に関する法律第６条に規定された所掌事務（
法令による農業委員会の権限事項、農地等の利用の最適化の
推進、法人化その他農業経営の合理化、農業一般に関する調
査及び情報の提供）及び、第38条に規定された、関係行政機
関に対する農業委員会の意見書提出の事務を円滑に進めるこ
とを目的とする。

農地法第３・４・５・18条、買受適格証明、現況証明、農地改良協議、基盤強化（中間管理含む）の申請件
数

許可申請等件数

届出等件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

928

活動指標

活動指標

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係・農地調整係

件

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬：農業委員・推進委員・選考委員報酬　55,548千円
旅費：費用弁償（総会、各種会議及び県外視察研修）3,041千円
交際費：会長交際費　30千円
需用費：消耗品（事務用消耗品・図書・農業新聞・農業手帳）、飲み物代　707千円
役務費：視察研修会損害保険料　11千円
委託料：総会等会議録　396千円
賃借料：視察研修バス借上料　880千円
負担金：つくば地域協議会他　237千円

      46,277       76,503

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.90          4.70

     1,103.00      1,123.00

有 有

      16,147       34,645

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

農地法第３・４・５・18条、現況証明、制限除外等の届出件数

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       1,848       14,122       30,891            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      28,282       27,736       29,959            0

      30,130       41,858       60,850            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・市内の耕作放棄地の中から、本事業を実施するにあたり、
　条件に適合した候補地を毎年１か所選定する。
・事業対象地が決定したら、農業委員及び推進委員により、
　除草・整地及び耕運作業を行う。
　その後作物及び草花の植え付けを行い、肥培管理する。
・作物が実ったら、市民参加型の収穫イベントを実施
・イベント終了後、再生された農地は引き続き耕作を希望す
　る担い手等に引き継ぐ。

　今鹿島地内の耕作放棄地を再生することができた。
　また、収穫祭に参加した市民に、ジャガイモの収穫体験等
を通して、農業の楽しさと農地の大切さを知ってもらうこと
ができた。

４月　ジャガイモ目出し作業、ヒマワリの苗植付
５月　ジャガイモ芽かき作業、除草作業
６月　ジャガイモ茎切り作業、マルチはがし実施
６月29日　収穫祭
７月　引続き耕作希望者に貸借、利用権を設定
８月　次年度用準備、候補地選定
11月　候補地決定、バロネス除草作業実施
12月　ロータリーがけ
３月　肥料散布、ジャガイモ種まきを実施

４月　ジャガイモ目出し作業、ヒマワリの苗植付
５月　ジャガイモ芽かき作業、除草作業
６月　ジャガイモ茎切り作業、マルチはがし作業
６月29日　収穫祭（耕作放棄地再生面積　3,033㎡
　　　　　　　　　　　　収穫祭参加者　約400人）
７月　引続き耕作希望者との貸借相談実施
　　　豊里地区の担い手が引き継ぐことで了承
９月　候補地決定、バロネス除草作業実施
３月　肥料散布、ジャガイモ種まきを実施

継続

農地再生チャレンジ事業

職員のみ

01-060101-11 農業委員に要する経費

     8,000.0

         0.0

     7,070.0

         0.0

     6,776.0

         0.0

     7,343.0

         0.0

     4,774.0

         0.0

     3,033.0

         0.0

         0.0

         0.0

　農業委員及び農地利用最適化推進委員が中心となり、JA等
関係機関と連携して、市内の耕作放棄地の解消、再生及び有
効利用を図るため。
　また、再生農地での収穫祭を通して､市民に農業の楽しさ
農地の大切さを再認識してもらうため。

農地再生チャレンジ事業の実施によって耕作放棄地が解消された面積。
本事業は２か年計画で実施するため、目標値と実績が一致する。

耕作放棄地解消面積

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

     7,070.0

         0.0

     7,000.0

         0.0

     7,343.0

         0.0

     4,774.0

         0.0

     3,033.0

         0.0

     2,716.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

929

活動指標

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係

㎡



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：費用弁償（収穫祭当日）　104千円
需用費：合計　482千円
　　　　消耗品費（薬品・現場用作業品・種苗代）
　　　　燃料費（ガソリン・軽油・プロパンガス）
　　　　食糧費（お茶）
　　　　印刷製本費（チラシ印刷代）
　　　　賄材料費（収穫祭用食材）
　　　　肥飼料費（ジャガイモ専用肥料他）
役務費：手数料（農業用ポリ処分代）　36千円
賃借料：合計　360千円
　　　　機械賃借料（バロネス・トラクター他）
　　　　仮設トイレ賃借料

      10,198        7,231

3

3

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の実施計画を達成した。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.10          0.80

       500.00        350.00

無 有

       9,004        6,289

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,194          942          982            0

       1,194          942          982            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・農業委員の意見をとりまとめ、総会において決定
・茨城県農業会議に意見要望の報告
・市に対して、農地等利用の最適化推進施策に対する意見要
　望を実施

　法令の定めに基づき、農業施策に関する意見・要望をとり
まとめ、国・県・市へ提出する。

継続

農地等利用最適化推進施策に関する事務

職員のみ

01-060101-11 農業委員に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

農業委員会等に関する法律

　農業環境において施策化すべき意見や要望をとりまとめ、
具体的な意見として市及び県に対して要望する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

930

農業委員会事務局農業行政課

庶務係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       1,420            0

         0.20          0.00

         3.00          0.00

無 無

       1,420            0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　農地情報公開システム（フェーズ２）の円滑な稼働に向け、データ入力等を着実に進める。

　国が進める農地情報公開システム（フェーズ２）へ移行す
るため、過去３年分の農地移動データの入力が課題となって
いる。

　総会議案書作成や証明書発行等の事務処理を円滑に行うた
め、農地情報等について随時更新等を行い、システムを維持
管理する。

　農地情報等を随時更新し、常に最新の状態に維持管理する
ことができた。

・総会議案書（諮問書含む）を作成する。
・農家基本台帳等の各種証明書を発行する。
・荒廃農地のデータ管理を行う。
・農業者年金のデータ管理を行う。
・納税猶予等の管理を行う。

・総会議案書作成　12回
・農家基本台帳の写し及び耕作証明書の発行
・荒廃農地調査の結果をデータ入力　約7,400筆
・農業者年金に関する各種届出　97件
・納税猶予該当者への証明書発行　11件

継続

農地基本台帳システム管理

一部委託

01-060101-12 農業委員会事務局に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

農地法

　農業委員会が法令事務を処理するに当たり必要な資料とし
て、農地及び農家情報を適切に管理するため。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

931

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係・農地調整係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

委託料：農業行政システム保守委託料　561千円

      12,061        3,005

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.50          0.30

       150.00          0.00

無 有

      10,959        2,035

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,102          970          561            0

       1,102          970          561            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　１月号については１月早々に配布するため、12月上旬に情報提供専門委員会を開催し、最終原稿を決定する。

　１月号については、農家配布が１月下旬となっており、上
旬に配布できていない。

　市内農家への情報誌として年２回(７月･１月)発行する。

　市内の全農家に対して、農業委員会の活動や農業施策の情
報等を提供することができた。

・７月と１月の年２回「農委だより」を発行
・各11,000部を作成し、市内農家に配布
・情報提供専門委員会を開催し内容を協議する。

・「農委だより」を発行し、農業推進委員を通じて市内農家
に配布した。
　７月11,000部
　１月11,000部
・「農委だより」１月号内で、農業施策に関するアンケート
を実施した。（１件の回答あり）
・情報提供専門委員会開催した。（４回）

継続

農委だより発行事業

一部委託

01-060101-12 農業委員会事務局に要する経費

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

農業委員会等に関する法律

　農家のニーズを的確に把握し必要な情報を提供するととも
に、農業委員会の活動状況について周知するため。

年間発行回数

農委だより発行回数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

         2.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

932

活動指標

農業委員会事務局農業行政課

農地調整係

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費：委員会報印刷代（農委だより）　666千円
役務費：郵便料（362地区）　330千円

       4,349        2,137

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.20

         0.00         40.00

無 無

       3,529        1,456

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         820          681          996            0

         820          681          996            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　残土処分を目的とした違反転用等の防止を図るため、農地の埋立等に関する取扱い等について見直しの検討をする。

　残土処分を目的とした違反転用事案が増加している。

・農業委員及び農地利用最適化推進委員が、管内全ての農地
　を一筆づつ目視確認し、利用状況を調査する。
・調査の結果、農地としての利用が低いと思われる地権者に
　対して、今後の農地の利用について、戸別訪問による利用
　意向の調査を行う。
・農地の利用状況の調査結果及び、利用意向の調査結果につ
　いては、事務局が取りまとめて、県に報告する。

　市内全農地を調査することにより、荒廃農地の実態把握が
できた。また、荒廃農地を所有する地権者の今後の利用意向
について確認することができた。

４月　事前準備、調査図作成
６月　調査図配布
７月　現地調査
８月　調査結果精査、データ投入
９月　データ投入、利用意向調査準備
10月　利用意向調査実施
11月　調査結果精査、データ投入
12月　報告書作成、県に報告

４月　調査図作成のため仕様確認
６月　地図納品・タブレット端末準備
７月　調査説明会実施
８月　調査結果精査、データ投入
９月　市内全農地11,058haの調査完了
　　　Ａ分類（再生可能農地）249ha（前年比103ha減少）
　　　Ｂ分類（再生困難農地）226ha（前年比49ha増加）
10月　利用意向調査実施
12月　報告書作成、県に報告

継続

農地パトロール（農地利用状況調査）

一部委託

01-060101-12 農業委員会事務局に要する経費

    11,195.0

         0.0

    11,165.0

         0.0

    11,136.0

         0.0

    11,094.0

         0.0

    11,090.0

         0.0

    11,058.0

         0.0

         0.0

         0.0

農地法

　農地パトロール（農地利用状況調査）によって、「地域の
農地利用の総点検」、「遊休農地の実態把握と発生防止・解
消指導と違反転用発生防止及び早期発見、是正対策」等につ
いて重点的に取り組むため。

農地利用状況調査によって調査を実施した面積

農地利用状況調査面積

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

933

活動指標

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係

ha



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報酬：会計年度任用職員報酬（3人分）　5,615千円
職員手当等：（期末手当）　446千円
旅費：費用弁償（通勤手当他）　390千円
需用費：合計　983千円
　　　　消耗品費（事務用消耗品・図書・農業新聞購読料）
　　　　印刷製本費（封筒印刷代・申請書印刷代）
　　　　修繕料（パフォーマンスチャージ）
役務費：合計3,789千円
　　　　通信運搬費（郵便料・インターネット情報通信料）
委託料：農地利用状況調査図作成業務委託料他　1,941千円
負担金補助及び交付金：茨城県農業会議負担金他　1,351千円

      10,794       13,527

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.70          0.60

        70.00        120.00

有 有

       5,114        4,366

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       2,096        5,112        7,766            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       3,584        4,049        6,749            0

       5,680        9,161       14,515            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・農業者年金加入対象者に対しての個別訪問等による加入推
　進業務や年金受給者に対しての届出事務等を行う。
・独立行政法人農業者年金基金法に基づく市町村に対する委
　託業務であり、その法令・通達等に基づき実施している。

　広報活動及び戸別訪問を行うことにより、農業者年金に新
規加入していただくことで、農業者の老後生活の安定に寄与
することができた。また、農業者年金受給者への適正給付が
図られた。

５月　現況届回収準備
６月　現況届回収
７月　現況届の訪問回収
　　　農委だよりつくば配布
10月　新規加入者勧誘準備
12月　農業委員と年金加入の戸別訪問
３月　実績報告書作成、基金へ報告

５月　現況届回収準備
６月　現況届回収（446件）
７月　現況届の訪問回収（9件）
　　　農委だよりつくば配布
10月　新規加入者勧誘準備
12月　農業委員と年金加入の戸別訪問（14件）
３月　実績報告書作成、基金へ報告
令和元年度新規加入者　６名

継続

農業者年金事業

職員のみ

01-060101-13 農業者年金に要する経費

         6.0

         0.0

         2.0

         0.0

         4.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         6.0

         0.0

         0.0

         0.0

独立行政法人農業者年金基金法

　農業者の老後生活の安定及び福祉の向上を図るため。

農業者年金の新規加入者数

新規加入者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         6.0

         0.0

         5.0

         0.0

         5.0

         0.0

         5.0

         0.0

         5.0

         0.0

         7.0

         0.0

         7.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

934

活動指標

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係

名



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費：費用弁償　48千円
需用費：合計236千円
　　　　消耗品費（事務用消耗品・パンフレット・農業者年金啓発用品）
　　　　食糧費（飲み物代）

       5,936        1,000

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.80          0.10

         2.00          2.00

無 有

       5,651          711

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         281          285          280            0

           4            4            4            0

         285          289          284            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・農地の相続税・贈与税納税猶予の適正実施のため、農業経
　営状況等を把握し、耕作放棄地にならないよう個別指導を
　行う。
・対象者への「適格者証明書」の発行及び「引き続き農業経
　営を行っている旨の証明書」発行を行う。

　相続等による農地の細分化を防止し、農業後継者の農業経
営継続に寄与することができた。

９月　事前準備
10月　農地確認
11月　農地所有者へ適正管理の指導
１月　指導後の現地確認
２月　証明書発行（贈与税対象者）

・随時申請があったものについては、その都度調査、証明書
を発行

９月　事前準備
10月　農地確認
11月　農地所有者へ適正管理の指導
１月　指導後の現地確認
２月　証明書発行

　証明書発行者　相続税3名　贈与税5名　不動産取得税3名

継続

納税猶与事務

職員のみ

01-060101-13 農業者年金に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

租税特別措置法

　相続・贈与に伴う農地の細分化防止と農業後継者の確保を
図るとともに、農業経営の健全な発展に資するため。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

935

農業委員会事務局農業行政課

農政企画係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       2,823          719

2

4

3

-

今後は減少すると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.40          0.10

         0.00          5.00

無 有

       2,823          719

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　参加者が気軽に参加出来るよう、令和２年度内に新たな結婚支援事業を検討し、令和３年度からの実施に向けた準備を
進める。

　近年、応募者が少ないため、事業内容の見直しが必要であ
る。

　市内在住の農業後継者や農業に関心のある男女の出会いの
場としてカップリングパーティーを開催する。

　農業後継者に出会いの場を提供できた。

・農業担い手対策専門委員会が中心となり結婚支援事業（カ
ップリング）を企画立案し実施する。

・農業政策専門委員会の開催　３回
・結婚支援事業の実施　１０月頃

・農業担い手対策専門委員会を開催した。（3回）
・観光事業者へ委託して参加者を募集
・広報活動を実施（広報つくば、ＨＰ、新聞掲載、ポスター
掲示）
・横浜中華街ランチとベイクルーズによるカップリングツア
ーを開催（10月27日）
・参加者14人（男7人・女7人）
・カップル成立2組

継続

農家後継者結婚支援事業

一部委託

01-060101-14 農業担い手対策に要する経費

         4.0

         0.0

         8.0

         0.0

         3.0

         0.0

         7.0

         0.0

         4.0

         0.0

         2.0

         0.0

         0.0

         0.0

　農業という職業の特性により男女の出会いが少ない農業後
継者の結婚を支援するため。

男女交流会開催におけるカップルの成立。参加者数が定まっていないため、目標値は設定しない。

カップル成立数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

936

活動指標

Ⅱ 1 (2) 出会いの場の創出

農業委員会事務局農業行政課

農地調整係

組



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報償費：報償金（講師謝礼）33千円
需用費：合計338千円
　　　　消耗品費（行事用消耗品）
　　　　食糧費（交流会参加者食事代）
　　　　印刷製本費（交流会用ポスター・チラシ印刷代）
使用料及び賃借料：賃借料（会場賃借料）60千円

       3,268        1,831

2

4

1

1

今後は減少すると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

民間等への移管を検討する必要がある。

事業の継続について検討する必要がある。

         0.40          0.20

         0.00          0.00

無 無

       2,823        1,357

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0          180            0

         445          474          251            0

         445          474          431            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


